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より詳しい情報や速報は、ウェブサイトなどでご紹介しています。

日本財団公式サイト
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―日本は政治的にも経済的にも不安定な時代
を迎え、将来に希望を持てない若者が増えている
ようです。

将来を悲観的に見る若者の増加が世間でささや
かれていますが、私は日本の将来は明るいと思って
います。自分が生きるために働くよりは、誰かのた
めに働きたい、社会の役に立っているという実感が
ほしいという声をよく聞きます。

日本が数々の困難に見舞われながら、戦後70
年間、平和を守り続けてきたのは他に類を見ない
事実であり、この平和は数多くの苦労、努力の上に
築かれました。いつの時代も社会課題が絶えるこ
とはなく、少子高齢化が急速に進む今後は、ますま

貧困状態にある子どもはもちろん、課題を抱える
子どもは少なくありません。例えば、呼吸器が外せ
ないなど難病の子どももたくさんいます。その子ど
もたちを支える親御さんも大変な苦労をされていま
す。日本財団は、行政やNPOといった特定の人
だけでなく、社会全体がお互いに助け合う、すなわ
ち、みんながみんなを支える社会の実現を目指して
います。こうした人たちを支えるには、地域のコミュ
ニティーの役割が欠かせません。

かつての日本では高齢者を含めたさまざまな世
代の人が、一緒になって子どもたちの成長を見守
り、支える社会が当たり前のように存在していまし
た。そんなコミュニティーを再構築するために、一
例ではありますが、家でも学校でもない「第三の居
場所」という拠点作りを進めています。これまでに
戸田市（埼玉）、尾道市（広島）、箕面市（大阪）、
宮崎市（宮崎）、尼崎市（兵庫）に開設してきまし
た。2020年までに100カ所の設置を目指して取
り組みを強化します。

―平昌オリンピック・パラリンピックが終わり、2
年後にはいよいよ東京開催です。

日本財団は1962年の設立から50年以上の
長きにわたり、国内外で障害者の社会参加を阻む
さまざまな障壁を取り除く活動に取り組んできまし
た。その中の一つに、障害者の芸術活動支援が
あります。昨年10月には東京・表参道で「日本
財団DIVERSITY IN THE ARTS」のアート
展「Museum of Together」、今年3月にはシ
ンガポールで「アジア太平洋障害者芸術祭 True 
Colours Fes t iva l」を開催しました。障害の有
無にかかわらず、誰もが共生するインクルーシブな
社会の実現が私たちの使命です。2020年の東
京パラリンピックを見据え、スポーツの分野に限ら
ず、今後も障害のある人たちが活躍できる場を増や
していく決意です。

す困難な問題も増えていくことでしょう。日本財団
は特に子どもの未来、障害者の活躍、災害への対
応といった分野に注力しています。

社会を変革してきたのは若い人たちであり、人は
生まれた以上、苦労しても生きていかねばなりませ
ん。日本人はこれまで辛いときも互いに助け合うこ
とで乗り越えてきました。若い人はその点を理解
し、共に、この国の明るい将来を切り拓いてほしい
と願っています。

―2016年の厚生労働省・国民生活基礎調査
によると、日本では現在、所得が平均世帯の半分
以下の家庭で育つ子どもが7人に1人に上るとい
われています。

―日本財団は1997年の阪神淡路大震災から
20年以上、災害復興支援に取り組んできました。
昨年７月には九州北部豪雨災害が発生しました。

日本は地震や台風などが多発する「災害大国」
です。被災地支援は日本財団が特に力を入れて
取り組んでいるミッションの一つです。国や行政
が担う役割はもちろんありますが、「公」の支援は
手続きに時間が掛かり、突然起こる災害に迅速に
対応できない時もあります。その点、日本財団は民
間の機動力を活かし、災害支援のスペシャリスト
やNPO、または専門的な講習を受けた学生ボラン
ティアの協力を得て素早く対応できる強みがありま
す。引き続き突発的な災害に備え、日頃より関係
組織と連携し、対応力を強化していきます。

―「みんながみんなを支える社会」の実現を民
間の立場から実現していくには、何よりも強靭な
組織力が必要となります。職員に何を求めますか。

「変化」という言葉に尽きます。いつの時代も生
き残ることができるのは、頭のいい組織でも強い組
織でもありません。唯一、社会の変化に対応でき
る組織だけが生き残り、発展していくことができま
す。私たちは、新しい変化の兆しをいち早く見つけ
て、それへの柔軟な対応を実践しています。

しかし一方で、私たちの力には限界があります。
社会課題の解決には一般の方々の幅広い支援が
欠かせません。ボランティアへの参加やご寄付な
ど、方法はさまざまですが、積極的にソーシャルイ
ノベーションの輪に入っていただくことがとても重
要です。

そのためにも、職員一人ひとりに、人々の心を動
かし、人と人の心をつなげるような行いを心がけて
もらいたいと願っています。

人の心と心を
つなげること、
それが私たちの
仕事です。

日本財団会長　笹川 陽平

社会課題が複雑・多様化する中、日本財団の活動も多岐にわたっています。ソーシャルイノベー
ションのハブとして日本財団がどのような役割を果たし、リーダーシップを発揮すべきか、会長の笹
川陽平に聞きました。（聞き手：コミュニケーション部 高階大輔）

会長に聞く
会
長
に
聞
く

笹川陽平ブログ　http ://b log .canpan. info/sasakawa　※活動の様子を随時更新しています。
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家庭や家族をめぐる環境が複雑・多様化し、学校などの教育
現場ではいじめや不登校、学級崩壊など多くの問題を抱えて
います。
こうした問題解決の全てを家庭や学校にだけ任せるのではな
く、地域や社会も一緒になって子どもたちを支えていく必要が
あります。
私たちは、次代を担う子どもや若者が未来に希望を持って自
らの目標に向かって歩んでいける社会を目指し応援します。

海は、私たちにとってかけがえのない存在です。
しかし今日、海洋汚染、生命や財産を奪う犯罪、海が育んだ魚
資源の減少など、海は様々な問題を抱えています。
これらを解決するためには、何よりも問題に取り組む人材が必
要です。また、海の未来に危機感を持って取り組んでいる人や
組織があっても、それらが効果的に結びつかなければ大きな
力を生み出すことはできません。
私たちは、海の未来を切り拓く人々を育てるとともに、人々や
組織を結びつける基盤作りに取り組むことで、次世代に豊か
な海を引き継ぐことを目指します。

7つの活動領域

子どもやお年寄り、障害や病気を抱える人など、私たちのまち
には多様な人たちが暮らしています。そしてそのなかには何ら
かのサポートを必要としている人たちがいます。
震災以降、「	高齢者や障害者の方を支えたい	」「	地域をもっ
と元気にしたい」とう声が至る所から聞こえてくるようになりま
した。
一人ひとりが思い、考え、行動することで社会は変わります。
私たちは、みんなが支え合うことで、誰もが豊かに暮らせるま
ちづくりを応援します。

全国各地の伝統・文化は、地域の人たちの長年の努力によっ
て継承されてきています。
しかし、少子、高齢、過疎が急速に進行する今、それらの今後
に大きな不安があります。
海外からも高い関心と評価を得ている我が国の伝統・文化の
価値を今改めて認識し、先達が紡いできたこれらを守り育て、
子々孫々へ受け継いでいくことが今の時代を生きる私たちに
課せられた大きな務めです。
私たちは、これからも世界に誇れる、豊かで美しい伝統・文化
の灯をともし続けるため支援を行っていきます。

生きている以上、人には必ず死が訪れます。病気や事件・事
故、そして自殺など、命を亡くす原因は様々です。
私たちは、セーフティーネットを充実させていくとともに、人々
が最期まで自分らしく生きられるように、また残された人たち
も前を向いて生きられるように、かけがえのない人生をより良
く生きるためのサポートをしていきます。

貧困、飢餓、疾病、紛争など、世界には国境を越えた地域的・
地球的課題が数多く存在し、特に開発途上国の人々は生存・
生活・尊厳に対する深刻な脅威にさらされています。
当事国のみでは解決し難いこれらの問題に対応するために
は、国際社会を形成する国、国際機関、市民社会、NGO、企
業などがそれぞれの専門性や強みを活かして協力していくこと
が必要です。
私たちは、世界中のあらゆるステークホルダーと共に、人々が
抱える多様な問題に対処していきます。

グローバル化や相互依存が進むなか、貧困、疾病、環境破壊
などあらゆる問題が国境を越え、絡み合う形で人々の生命・
生活に深刻な影響を与えています。
それらの問題を解決するためには、豊富な知識と経験に加え、
相互理解と信頼に基づいた世界中の同志と協力し合うことが
重要です。
私たちは、世界の様々な問題に立ち向かおうとする高い志を
持った人材を育成し、社会の変革に向けて行動する国際的な
ネットワークを構築していきます。

日本財団は、

「みんながみんなを支える社会」の

実現を目指して､７つの領域で、

事業を推進しています。

2017〜2018
歩みと展望

　　　　　　　写真で見る日本財団の1年

特集

障害者支援

災害復興支援

日本財団ソーシャルイノベーションフォーラム2017

海洋事業

海外支援

寄付事業

日本財団は、社会課題を解決し、より良い社会を実現するために

「ソーシャルイノベーション」のハブとなります。

2017年度に実施した事業をピックアップしてご紹介します。

-日本の子どもを取り巻く社会課題-

すべての子どもたちが幸せに暮らす社会へ

ハイライト
2017〜 2018
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2017年12月3日
手話フォン
耳の不自由なひと向けの手話対応型公衆電話ボックス「手話フォ
ン」を国内で初めて羽田空港に設置しました。利用者はテレビ電
話でオペレーターを介して、手話で相手先と会話ができます。

ハイライト
2017 〜 2018

写真で見る日本財団の1年
2017年度も、国内外で数々の事業を実施しました。
主な活動を写真で振り返ります。

2017年11月17日〜 19日
日本財団ソーシャルイノベーションフォーラム2017
複雑化する社会課題を解決する具体策を探るための議論の場として、前年
に引き続き、日本最大規模のフォーラムを東京・有楽町で開催。3日間で延
べ5000人以上が来場しました。（詳細は16ページ）

2017年4月2日
よ〜しの日2017
すべての子どもたちが愛情あふれる家庭で育つ社会を目指して、4月4日の「養
子の日」に向けた啓発イベント「よ〜しの日2017」を開催。自身も養子として
育てられた歌手の川嶋あいさんに登場いただきました。

2017年8月30日
熊本城天守閣しゃちほこお披露目会
熊本地震で被災した熊本城の最初の再建支援としてしゃちほこを製作し、お
披露目会を行いました。なお、日本財団は熊本城再建に、約30億円を支援
します。（詳細は14ページ）

2018年3月17日〜 20日	
〜震災復興支援〜 にっぽん文楽 in 熊本城
食べながら飲みながら日本の伝統芸能である文楽を気軽に楽しんでもらう「にっぽん文楽プ
ロジェクト」の6回目の公演を復興支援の一環として熊本城で行い、約300人の観客が来
場しました。（詳細は14ページ）

2017年10月13日〜 31日
日本財団 DIVERSITY
IN THE ARTS企画展
多様な個性を認める社会の実現に
向けた障害者芸術文化支援として、
障害者や現代美術家など23人の
作品を展示。アクセシビリティに配
慮した会場に延べ4万人が来場しま
した。（詳細は12ページ）

2018年2月20日
Seabed2030 
記者発表会
2030年までに海底地形図の
100％完成を目指す国際プロ
ジェクトが準備を終え、実行計画
発表会を行いました。（詳細は
18ページ）

2018年3月23日〜 25日
アジア太平洋障害者芸術祭 
True Colours Fest ival
障害のある人の優れた舞台芸術を国内外に発信する国際舞台
芸術祭をシンガポールで開催。約20カ国から、視覚や聴覚、身
体などに障害を抱えるアーティストが参加しました。（詳細は
12ページ）

2017年12月12日
異才発掘プロジェクト 
ROCKET
４期生オープニング
セレモニー
2014年にスタートした東京大
学先端科学技術研究センターと
の共同プロジェクト。4期生とし
て32人が仲間入りし、現在、1
〜 4期生の計92人を「スカラー
候補生」として支援しています。
（詳細は11ページ）

2018年1月30日
グローバル・アピール2018
「世界ハンセン病の日」（毎年1月の最終日曜日）に合わせて、
インド・デリーで13回目となるハンセン病に対する偏見・差別
をなくすための宣言を発表しました。（詳細は20ページ）

2017年10月30日
HEROs Sportsmanship for the future
アスリートによる社会貢献活動を促進することで、さまざまな社会問題を解決す
る動きを加速させることを目的に、中田英寿さんをはじめとしたアスリートにアン
バサダーとして協力いただいています。

2017年12月9日〜 10日
就労支援フォーラムNIPPON2017
福祉事業所、企業、自治体、行政、医療、研究・教育機関など障害者の就労支援に取り組
む人々が一堂に会し、障害者の“働く”について考え、議論する日本最大規模のフォーラム
を開催。約1500人が参加しました。（詳細は12ページ）
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特 集

-日本の子どもを取り巻く社会課題-

すべての子どもたちが
幸せに暮らす社会へ

児童虐待により死に至るケースで最も多い
のが、「0歳0カ月0日」の虐待。予期しな
い妊娠や中絶できない妊娠による出産や、離
婚、DV、貧困などで子育てが著しく困難とな
る状況下で、赤ちゃんが捨てられてしまうとい
う現実がある。

小児がんや心臓の病気など、重い病気で、常
に治療と向き合っている子どもたちは全国で
25万人以上。その中には病院と家の往復が
生活の中心となり、厳しい治療を強いられる
子どもも少なくない。24時間看護をする保
護者や、病気のきょうだいの看護のために目
を向けられづらいきょうだいなど、家族の疲
弊も課題。

文部科学省の調査によると、小・中学生の長
期欠席している児童・生徒が13万人に達し
ていることが明らかになった。いじめや学習
への意欲がないほか、公教育の内容に物足り
なさを感じているなど、理由はさまざま。

児童養護施設や里親家庭で暮らす子どもた
ちは、原則として18歳を迎えると施設や家か
ら出て行かなくてはならない。彼らの多くは
生活のために就労せざるを得ず、進学をあき
らめるケースが多い。さらに、頼れる親や故
郷もない中で厳しい生活を強いられる、「『親
なし』『家なし』『学歴なし』という3重のハ
ンデを負いやすい」といわれている。

日本では7人に1人の子どもが貧困状態にあ
るといわれている。貧困家庭で育った子ども
は、医療や食事、学習、進学などの面で極め
て不利な状況に置かれ、将来も貧困から抜け
出せない傾向があることが明らかになりつつ
ある。
※「貧困」とは、生きるために最低限必要な衣食住が不足し
ている状態（絶対的貧困）ではなく、普通の生活を送るため
のお金が十分にない状態（相対的貧困）を指す。

10歳（小学4年生）の時期は、学習内容に
応用力を問う課題が増え、子どもたちがつま
ずきやすくなる。日本財団の調査により、貧
困状態の子どもの学力は10歳を境に急激に
低下することが判明した。

生まれたばかりの虐待、貧困による影響、不登校による学習機会の喪失……。
日本の多くの子どもたちが今、数々の社会課題に直面しています。
日本財団は、特別養子縁組支援や難病児支援、不登校児への教育支援など

「生きにくさ」を抱える子どもたちが幸せに暮らせるよう、
　　　　　　　　　　　　　　　　として一元的に取り組んでいます。
ここでは子どもを取り巻く課題の一例と、それに対して日本財団が行っている
プロジェクトを紹介します。
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ハッピーゆりかご
プロジェクト

難病の子どもと
家族を支えるプログラム

異才発掘プロジェクト
ROCKET 夢の奨学金

家でも学校でもない
第三の居場所

「0歳0カ月0日」
の虐待死が最多

子どもの難病

不登校13万人

施設を出た後の
3重のハンデ

子どもの貧困

10歳の壁

「日本財団子どもサポートプロジェクト」

各プロジェクトの詳細は、次ページをご覧ください
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子どもの貧困率は上昇傾向にあり、7人に1人の子どもが貧困状態
にあるとされています。こうした家庭で育つ子どもたちは、医療や食事、
学習、進学などの面で極めて不利な状況に置かれ、将来も貧困から抜け
出せない傾向があることが明らかになりつつあります。子どもたちが地
域の人々の支えを受け、将来の自立に必要な力を育める、「家でも学校
でもない第三の居場所」を行政や地域、民間パートナーと協働し、全国
に設置することで、貧困の連鎖を断ち切ろうとしています。

医療技術の進歩によって救える命が増える一方で、一命を取り留めた
ものの、重い障害が残ったり、人工呼吸器などの医療的ケアを必要とし
たり、難病を抱えて暮らす子どもが増えています。現在、難病の子ども
は25万人以上、医療的ケアが必要な子どもの数は1万7000人以上
に上ります。家族は24時間看護で心理的・経済的な負担を強いられ、
社会から「孤立」を感じています。難病の子どもと家族を、医療・福祉・
教育のあらゆる面から、地域でサポートする仕組みと居場所を提供します。

毎年1800人ほどの子どもが、これまで暮らしていた児童養護施設
や里親家庭から18歳を機に原則出て行くことが求められます。夢の奨
学金は、そのような子どもの自立と進学を応援する給付型奨学金です。
バイト漬けにならず、勉学やサークル活動といった学生としての経験を
多く積んでもらうため、入学金・授業料の全額に加え、生活費や住居費
もカバーしています。また奨学生には夢の奨学金ソーシャルワーカーが
伴走し、精神的ケアも含め卒業までサポートします。

特 集

-日本の子どもを取り巻く社会課題-

すべての子どもたちが
幸せに暮らす社会へ日本財団	子どもサポートプロジェクト

子どもに機会を、可能性を共に。

ユニークな才能を持ちながら、コミュニケーションが苦手だったり、興
味が偏ったりしていることで学校になじめない子どもたちに、新しい学
びの場を提供するため、東京大学先端科学技術研究センターと共同で
2014年に始動。「ROCKET」は、「Room	Of	Chi ldren	wi th	
Kokorozash i	and	Extra-ord inary	Ta lents」の頭文字を
とったもので、志あるユニークな才能を有する子どもが集まる空間を意
味し、スクーリングや合宿などさまざまなプログラムを提供しています。

日本には、さまざまな家庭の事情で、生みの親と暮らせない子どもた
ちが約４万人います。そのうち、約85％が乳児院や児童養護施設など
の施設で暮らしており、より子どもが家庭で暮らせるようにする取り組み
が必要です。特別養子縁組や里親制度の普及により、子どもたちがあ
たたかい家庭で健やかに育つことができる社会を目指し、法律や制度の
改善に向けた政策提言、里親支援機関や養子縁組団体への資金協力、
周知啓発など、さまざまな活動を行っています。

共に考え、共に支え、共に育てる。
それが、日本財団	子どもサポートプロジェクトの目指すものです。
人を、知恵を、活動をつなぎ、「みんなが、みんなの子どもを育てる」社会をつくっていきます。
あたたかい環境。伸びていく機会。未来への可能性。
そのすべてをあらゆる子どもが手にできる明日へ。
社会に新しい動きを生む、ソーシャルイノベーションの輪を広げていきます。

飲料1本につき10円を社会貢献プロジェクト
にご寄付いただく自動販売機。寄付金の一部
を「日本財団子どもサポートプロジェクト」に活
用しています。

さまざまな困難を抱える子どもたちへの支援をテーマにしたテレビCMを、2017年10月1日（日）から全国で放映しました。

日本財団チャリティー自販機

周知への取り組み［CM放送の報告］
「難病児支援」篇 「第三の居場所」篇 「夢の奨学金」篇
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家でも学校でもない第三の居場所

難病の子どもと家族を支えるプログラム

夢の奨学金

子どもたちが安心できる居場所を。

難病の子どもと、その家族の孤立を防ぎたい。

児童養護施設等出身者の夢を応援したい。

異才発掘プロジェクト	ROCKET

ハッピーゆりかごプロジェクト

新しい学びへの挑戦。

あたたかく、健やかな家庭で育てる社会。
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また、2018年3月23 〜 25日、ユネスコ（国連教
育科学文化機関）との共催で、「True	Colours	
Fest iva l」をシンガポールで開催。約20カ国から
視覚や聴覚、身体などに障害のあるアーティストが参
加し、3日間で計約1万人がダンスや音楽、演劇など
のパフォーマンスを楽しみました。日本から出演した2
グループは、日本財団の支援を受けて制作された、障
害者と健常者が共演するダンス作品を披露しました。
2018年5月には東京と横浜でアート展を開催するな

ど、引き続き多様性の意義と価値を伝えていきます。

全国の福祉施設で働く障害者の中でも雇用契約が難
しいとされる人たちが得る月額工賃は平成27年度全国
平均約1万5000円。障害者が「当たり前に地域で働
く」にはほど遠い状況が続いています。
こうした現状を打破しようと2015年4月に開始した
のが障害者就労支援の新しい取り組み「日本財団はたら
くNIPPON！計画」。「モデル構築プロジェクト」と「就
労支援フォーラムNIPPON」の開催を2本柱に、障害者
の「はたらく」を全力で応援しています。
福祉施設との協働企画で地域に根差した障害者就労

の新事業を各地につくっていくのがモデル構築プロジェク
ト。2017年度末までに全国で30カ所の助成を決定し、
16カ所の開所を実現させました。
就労支援フォーラムNIPPONは、障害者就労支援に

かかわる人が年に一度集まり、障害のある人の「はたら
く」について真剣に考える基盤。14年12月に第1回を
開催して以来、多職種の現場から毎回1500人を超す
人たちが参加し、情報や意見を集中的に交換しています。
4回目となる17年度は12月9、10日、東京・新宿で開
き、相次ぐ閉鎖で障害者の大量解雇が続く就労継続支援
A型事業所問題も取り上げられました。

既成観念にとらわれない多彩な展覧会を企画し、横
断的な情報発信を通じて多様性の意義と価値を広く伝
えようと、2017年4月に「日本財団DIVERSITY	 IN	
THE	ARTS（ダイバーシティ・イン・ジ・アーツ）」をス
タート。多様な個性に寛容なインクルーシブな社会の実
現を目指し、「障害者と芸術文化」領域への支援を行っ
ています。
主催事業として17年9月9日、東京・六本木で、障害
者の文化芸術における多様な活動への理解を深め合うこ
とを目的とした障害者芸術支援フォーラム「アートの多様
性について考える」を開催。障害者と健常者が一緒に楽
しめるアート展「Museum	of	Together」も10月
13〜 31日に、東京・表参道で開きました。加えて助成
事業として、障害福祉の現場で育まれてきたアート活動
に対し、全国の9団体に支援を実施しました。

障害者が当たり前に働き
表現できる社会を目指して。

障害者支援
誰もが普通に暮らせるインクルーシブな社会を目指して、
障害者の社会参加を阻む障壁を取り除くため、
就労や芸術などさまざまな視点で支援を行っています。
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左から企画展に出展した作家の竜之介さん、香取慎吾さん、来場した安倍晋三首相、
笹川会長

就労支援フォーラムNIPPONのブース展示の様子

地域福祉と食文化をつなぐ料亭「斗米庵」にて働く人たち
「True	Colours	Fest iva l」フィナーレは出演者が揃って大合唱

障害者の働く場を全国で開設

障害者と健常者が共に楽しむアートを支援
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被災地に、最速で、最適にサポート
官民連携による支援活動。

助成事業として熊本県・大分県で継続実施している
「わがまち基金」では、事業再建の信用保証料補填、住
宅再建の利子補給、小規模仮設団地用「みんなの家」の
設置などを進めました。
また、「にっぽん文楽プロジェクト」の特別公演とし
て、文楽の熊本公演「にっぽん文楽in熊本城」を18年3
月、4日間の日程で開催。熊本地震満2年を迎えること
から、復興支援を掲げ、熊本県在住の被災者を多数招待
しました。発災直後に熊本県との合意に基づき開設した
「日本財団災害復興支援センター熊本本部」は17年5
月末で閉鎖しました。そのほか、災害発生後の避難生活
で命が失われないために、被災者支援拠点としての避難
所運営人材育成研修・訓練を防災意識の高い静岡、長
野、高知3県5カ所で実施しました。

九州北部で2017年7月5日から6日に発生した豪
雨は、福岡、大分両県を中心に、死者40人、行方不明者
2人（18年2月22日現在）など甚大な被害をもたらし
ました。日本財団のスタッフは直後の9日には、被害の最
も大きいとされた福岡県朝倉市の現場に入り、さまざま
な組織・団体と連携しながら約4カ月にわたり、広範囲な
被災地支援を展開しました。
被災者支援のための募金口座も開設。17年10月
31日の受け付け終了までに480件、2618万2669
円の寄付をいただき、支援に当たるNPOやボランティア
計23団体・27事業に助成を実施しました。その他、災
害ボランティアセンターへの支援、在宅避難者の状況調
査や、フィリップ	モリス	ジャパン合同会社からの寄付金
により被災した子どもたちへ遊び場を提供する団体への
支援も決定しました。
18年3月には消防重機隊員らを対象にした「重機運

用合同研修会」も被災地跡で開催し、直後に大分県で起
きた土砂崩れ災害では、早くも研修に参加した消防重機
隊員らが活躍し、成果が表れました。

震度7の激震を2度観測した熊本地震発生から1年
を前に17年4月10日、笹川陽平会長と蒲島郁夫・熊
本県知事が1年間の「活動報告」を県庁で行い、日本財
団が表明した総額30億2505万円の「熊本城再建支
援計画」の具体的な枠組みを発表。大天守、小天守のしゃ
ちほこ各1対の復元・製作を明らかにしました。同年8
月30日から一般公開された2対4体のうち、大天守の1
対は18年4月に設置されました。大小両天守の修復が
終わる19年秋には、再び2対の雄姿を仰ぎ見ることが
できる見通しです。
また、寄付金支援事業として、仮設集会所支援など4
件、ジョンソン・エンド・ジョンソン社会貢献委員会の寄
付金による「復興におけるコミュニティ支援」などで6団
体・6事業を決定。キリングループとの「復興応援キリン
絆プロジェクト熊本支援」による21団体・25事業、フィ
リップ	モリス	ジャパン合同会社の寄付金による「ましき
夢創塾」への支援も実施しました。

災害復興支援
必要な支援を必要なところへ届けるために、災害時の緊急支援、
復旧・復興支援だけでなく人材育成や基金の設立等、
大規模災害の発生に備えた仕組みづくりにも取り組んでいます。
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九州北部豪雨被災地支援

熊本地震被災地支援 豪雨で被災した民家（福岡県朝倉市）

災害現場にてNPOと連携しながら支援活動する様子（福岡県朝倉市）

復元した熊本城のしゃちほこ

300人が訪れた「にっぽん文楽in熊本城」の様子
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“にっぽんの将来”を白熱議論。
日本最大規模のフォーラム、再び。

動する「ソーシャルイノベーター」を日本中から募り、支援
しています。17年度は7人のソーシャルイノベーターを
選出し、12月14日の「日本財団ソーシャルイノベーショ
ンアワード」で特に優れたソーシャルイノベーターとして
優秀賞の3人に年間上限5000万円を3年間（計1億
5000万円）支援することを決定しました。
2018年のフォーラムは、包括連携協定を結んだ渋谷
区での開催が決定。日本財団は渋谷区と共に、社会課題
の解決を図る先駆的な取り組みを支援するべく、より大
規模なイベントを展開していきます。

日本の高度化・複雑化した社会課題を解決するため、
第一線で活躍する専門家や実践者が集まり「にっぽん
の将来」を議論する国内最大規模のイベント「日本財団
ソーシャルイノベーションフォーラム2017」を11月
17〜 19の3日間、東京・有楽町の東京国際フォーラム
で開き、来場者は、延べ約5500人に上りました。「社
会をより良くしたい」「日本の明るいビジョンを語りた
い」。そんな思いを議論し、実践につなげる場、それがこ
のフォーラムです。2017年度は2回目の開催でした。
初日の主催者代表あいさつで笹川陽平会長は「社会
課題は型にはまった言葉一つで表せるものではない。決
められた枠組みの中で慣例に従って活動していては、複
雑化している社会課題に対して解決策を見出すのは難し
い」と指摘し、「このフォーラムを、皆さんが年に一度集
まれる、例えるなら磁石のような場所にし、人と人が出会
い、アイデアとアイデアがつながり、明るい未来のイノベー
ションが生まれる場所にしていきたい」と訴えました。
基調講演に立ったのは、2017年10月に日本財団と

「ソーシャルイノベーションに関する包括連携協定」を
締結した渋谷区の長谷部健区長。渋谷区基本構想「ち
がいを	ちからに	変える街。」について説明し、「ダイバー
シティやインクルーシブな概念を盛り込んだ、成熟した国
際都市を目指したい」と述べ、さまざまな知見を持った日
本財団と包括連携協定を結べたことの意義を紹介しまし
た。続いて自民党の筆頭副幹事長を務める小泉進次郎
衆院議員が登壇。「皆さんと強い危機感を持ち、2020
年から30年の10年間、日本にとってさまざまな課題が
今まで以上に積み上がっていく時代に、このフォーラムが
一つのプラットフォームとして、ますます発展していくこと
を期待している」と呼び掛けました。
2日目からの分科会は「にっぽんの将来像を探る」「社
会課題を解きほぐす」「既存の枠を超える」「社会改革
の源泉を生み出す」の4テーマで、計23のプログラムを
実施しました。

また、日本財団は、社会課題に対して新たな発想と明
確なビジョンを持ち、さまざまな関係者と連携しながら活

日本財団ソーシャルイノベーションフォーラム2017
高度化・複雑化している社会課題を解決するには
部門や組織を超えた協力体制が不可欠との考えの下、
第2回目となる大型イベントを開催しました。
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選抜された7人のソーシャルイノベーター

左から笹川会長、ゲストとして登場した小泉進次郎議員、長谷部健渋谷区長

中学生画家・濱口瑛士さんのライブペインティングの様子

満員で盛り上がる分科会会場

5500人が考えるにっぽんの将来像

7人のソーシャルイノベーターが登場



18 19

会
長
に
聞
く

7
つ
の
活
動
領
域

2
0
1
7
〜
2
0
1
8
　
歩
み
と
展
望

監
査
部
か
ら
の
報
告

2
0
1
7
年
度
実
施
事
業

会
計
報
告

活
動
資
金

支
援
実
績
の
推
移

組
織
概
要

ボ
ー
ト
レ
ー
ス
場
一
覧

加えて広大なミクロネシア海域の水産資源の確保や
安全保障の強化に向け、太平洋のパラオ共和国に日本
財団などが40メートル級巡視船を支援し18年2月13
日、現地で引き渡し式が行われました。式典に出席した
トミー・レメンゲサウ大統領は謝意を示し、最大の課題と
なっている他国漁船の違法操業を許さない決意を表明し
ました。

国内では夏から秋にかけ「海と日本PROJECT」の多
彩な行事を全国47都道府県で一斉展開しました。今回
も海との「出会い」をつくるきっかけを具体的に提供する
ため「海を学ぼう」「海をキレイにしよう」「海を味わおう」
「海を体験しよう」「海を表現しよう」の、5つのアクショ
ンを設定。これに沿ったサポートプログラム（助成事業）
105件、1500以上のイベントを推進し、「海の日」の7
月17日に東京港・晴海埠頭で開いた中央行事「総合開
会式」などを含め、総参加者数は延べ約150万人に上り
ました。
9月14日には、初の世界海上保安機関長官級会合

（CGGS）を東京都港区のホテルで開催しました。アジ
ア、欧州、米国、アフリカ、オセアニアなどの35カ国・地
域と3国際機関が参加。地球規模で解決すべき3つの
テーマについて意見交換した後、「既存の地域枠組みを
越えた連携の強化や対話拡大の重要性を確認する」など
を内容とする議長総括を採択し、引き続きCGGSの開
催を目指すことになりました。
また海の未来を総合的に予測する「日本財団ネレウス

プログラム」の国際シンポジウムを12月21、22両日、
日本財団ビルで開催。海の生態系に大きな影響を与えて
いる気候変動の現実に対し「今、行動を起こさねば残さ
れた対応も失われる」と厳しい認識が示されました。
さらに北極政策の柱をオールジャパンの体制で調べて
いる「北極の未来に関する研究会」（事務局・日本財団、
政策研究大学院大学、笹川平和財団海洋政策研究所）
は、日本が重点的に取り組むべき北極域に関する課題と
施策をまとめ18年１月25日、第三期海洋基本計画の
策定を進めている政府に政策提言を行いました。

海外では、海をテーマにした初の国連海洋会議が17
年6月、米ニューヨークの国連本部で開かれ、日本財
団の笹川陽平会長は、海洋問題を国際的に総合管理
するための政府間パネルの設置や、2030年までに世
界の海底地形の100％解明を目指す国際プロジェクト
「Seabed2030」を提案。世界9カ国28研究機関
が、具体的な実行計画への参加を表明しました。

大切な海の未来を守るため
国内外でさまざまなプロジェクトを実施。

海洋事業
海の世界の人材育成、子どもたちを中心に海への理解や関心を
高めるための全国的な取り組みや、海洋教育を促進するための
事業などを展開しています。
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各国の海上保安機関長官級の集合写真

国連海洋会議で海洋管理の重要性を訴えた笹川会長
武蔵川部屋の力士と海岸清掃する子どもたち

パラオ共和国に支援した巡視船	「KEDAM」

楽しみながらにっぽんの海を体験

世界各国で海洋国家のリーダーシップを発揮



20 21

会
長
に
聞
く

7
つ
の
活
動
領
域

2
0
1
7
〜
2
0
1
8
　
歩
み
と
展
望

監
査
部
か
ら
の
報
告

2
0
1
7
年
度
実
施
事
業

会
計
報
告

活
動
資
金

支
援
実
績
の
推
移

組
織
概
要

ボ
ー
ト
レ
ー
ス
場
一
覧

ショナル（世界本部・カナダ、略称DPI）との共同宣言と
して「ハンセン病患者、回復者に対するスティグマ（社会
的烙印）と差別撤廃に向けて」と題して発表。「共通の
ゴールであるインクルーシブな社会の実現に向け、ハンセ
ン病当事者と知識や経験の共有を図り、ハンセン病当事
者と共に、自らの権利の保護と機会均等などを訴える」と
世界に呼び掛けました。
世界保健機関（WHO）ハンセン病制圧大使である笹

川陽平会長は17年度、特にインドネシアでの取り組みを
強化しました。同国はインド、ブラジルに次ぎ世界で3番
目にハンセン病の新規患者が多い国です。
また、保健医療のサービスが届きにくい地域における
ハンセン病制圧活動の実態調査のため、17年7月23日
から7日間、北東部の北スラウェシ州と北マルク州を訪
れ、実情を視察し地元政府の幹部や保健当局者を激励。
さらに同年11月11日から5日間、首都ジャカルタとス
ラウェシ島北部ゴロンタロ州を訪問。ジャカルタでは副
大統領や州知事と面談してハンセン病対策の強化を要請
しました。

ミャンマーの3地域で進めている学校建設支援事業
は、2018年3月末までに計462校が完成しました。3
月1日には、最大都市ヤンゴン近郊のイラワジ管区エー
ヤワディ地域で落成式が行われ、3、5日にはシャン州と
ラカイン州でも、記念式典が開かれました。
軍事政権下で国際的にミャンマーが孤立する中でも、

ハンセン病に対する活動を継続していた日本財団は、同
国政府から学校建設に関する要請を受け、教育環境の整
備が遅れていた少数民族居住地域の一つシャン州で02
年から、学校建設の支援を開始しました。
462校の内訳は、シャン州302校、バングラデシュと
国境を接する西部ラカイン州100校、エーヤワディ地域
も60校に達しました。シャン州9万6000人、ラカイン
州2万1000人、エーヤワディ地域2万2000人、計約
14万人の児童・生徒が学ぶ一大プロジェクトに成長し、
教育を通じたミャンマーの民主化・平和貢献策として注
目されています。
22年までに、シャン州・カヤー州で120校、ラカイン
州80校、エーヤワディ地域23校、計223校の建設を
進める方針です。

日本財団は「世界ハンセン病の日」（1月の最終日曜
日）に合わせ「グローバル・アピール」を発表しています。
13回目となる今年は18年1月30日、インドのニューデ
リーから発信しました。
今回は世界90カ国以上が署名した障害者インターナ

ミャンマー支援、
子どもと地域住民に笑顔を。

海外支援
貧困、飢餓、疾病、紛争など、国境を越えた地域的・地球的課題を
解決するために、国や国際機関、NGOなどと連携しながら、
人々の生存・生活・尊厳を脅かす問題に対処しています。

2
0
1
7
〜
2
0
1
8
　
歩
み
と
展
望

シャン州に新設された300校目の学校と笑顔の子どもたち

笹川会長がインド大統領にハンセン病の差別撲滅を提言

「グローバル・アピール」にてインドの子どもたちが合唱

開校した学校で遊ぶミャンマーの子どもたち

ミャンマー学校建設を支援

偏見や差別のない世界を目指して



22 23

会
長
に
聞
く

7
つ
の
活
動
領
域

2
0
1
7
〜
2
0
1
8
　
歩
み
と
展
望

監
査
部
か
ら
の
報
告

2
0
1
7
年
度
実
施
事
業

会
計
報
告

活
動
資
金

支
援
実
績
の
推
移

組
織
概
要

ボ
ー
ト
レ
ー
ス
場
一
覧

した分には相続税はかかりません。家族にも安心しても
らえます。
また、遺言の大切さや必要性を広く社会に向けて周知

したいと、日本財団は1月5日を「遺言（いごん）の日」
と定めています。その継続的周知を目的として、2017
年度も遺言にまつわる川柳を募集したところ、約1万
4600点と前回の約3倍もの応募があり、大阪府に住む
女性の「こう書けと　妻に下書き　渡される」が、ゆいご
ん大賞に選ばれました。

「遺贈寄付」とは、遺言によって、自分の遺産を寄付す
ることです。「終活」への関心が高まる中、自分の人生の
集大成として、こつこつと築き上げた財産を社会貢献のた
めに使ってほしいと考える人が増えています。
終活とは「人生の終わりのための活動」の略で、就職活
動を「就活」と呼ぶのと同種の造語です。自分の葬儀や
墓、医療や介護、遺言や相続など、人生の最期を迎えるに
当たって執る、さまざまな準備や総括を意味しています。
言葉が定着するにつれ、終活に関するさまざまな困り

ごとに対応できる相談場所が必要とされています。人生
の集大成として財産に自分の思いを託して夢をかなえた
い、そうした期待に応えるため、日本財団は2016年4
月1日に「遺贈寄付サポートセンター」を設立しました。
遺贈寄付文化を健全に醸成するため、日本財団は終活

のあらゆる相談に無料で応じています。遺言書を正しく
書き、安心した老後の生活を過ごしてほしいとの願いを込
めています。遺贈を決めた人には遺贈寄付サポートセン
ターの会員として、日本財団の実施する文化イベントへの
招待や定期的な電話連絡を行い、充実した生活を営んで
いただけるよう日々の相談業務に臨んでいます。

日本財団への遺贈を明記した遺言書の預かり件数は、
2016年度が18件、2017年度は28件と、1年で大
きく増加しました。遺贈による寄付入金額も2011年度
〜 2016年度の6年で5件、計2億9160万7329円
だったのに対し、17年度だけで3件、計2億2306万
8455円と、遺贈寄付への関心が着実に高まっているこ
とがうかがえます。
2017年度に受け入れた1件は、日本財団への遺贈

が遺言に明記されていたと弁護士から連絡を受けたも
の。公証人に作成してもらった公正証書による遺言で、
現金2億円を貧困の子どものために使ってほしいと記さ
れていました。このほか相続寄付も2017年度は6件
計2800万円に上りました。
日本財団に託していただいた遺贈寄付金は、そのまま
全額をプロジェクトに活用しています。遺産の一部だけ
の遺贈や、不動産などの遺贈も受け付けています。遺贈

遺産を社会のために活用
その想いを全面サポート。

寄付事業
遺贈という人生の集大成の寄付を
新しい日本文化にするために、寄付者の遺志・意向を
最大限尊重したサポートをしています。
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社会的養護出身者の進学や就職を応援する「夢の奨学金」に遺贈を活用

配布している自筆遺言書作成キットとマニュアル

遺贈でミャンマーに設立した障害児支援施設の子どもたち

遺贈を難病の子どもたちに寄り添うファシリティドッグの育成に支援

自分の思いを託す終活

社会の関心が高まる遺贈
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監査部からの報告 2017年度実施事業

全件監査の実施 事業評価の進め方

日本財団の活動の財源はボートレースの売上を

中心としており、透明性や不正の防止が強く求め

られています。	

支援した事業が計画どおりに行われ、また手続

きや会計面における適正さや透明性を確保し、着

服・目的外流用などの不正をけん制するために、

1987年に「監査部」（当初は「監査室」）を設置、

事業部門から独立的な立場で最終確認をしてい

ます。

事業実施者の事務所に、監査部所属の監査員

が直接訪問し、証憑などの書類の原本を材料に

チェックすることを「実地監査」、必要書類をコ

ピーで取り寄せチェックすることを「書面監査」と

称しています。

日本財団では「実地監査」「書面監査」いずれ

かの方法で、	全ての事業について監査を実施して

います。

さらなる説明責任を向上させるため、1988年

からは「事業評価」を実施しています。	

日本財団の事業評価では、事業の中身を「プロ

セス」と「成果」とに分け、さらにそれぞれ前者を

「推進姿勢」「推進体制」	「推進プロセス」、後

者を「直接的成果」「社会的成果」の5項目に

区分けして分析し、明文化されていない暗黙知で

あった目標を事業評価の過程で明らかにし、精密

な価値付けには至らないものの、どのように世の

中の役に立っているか説明してきました。	

近年は事業評価の専門家が増えてきていること

から、事業の特徴に合わせて複数の専門家に委託

し、それぞれ独自の手法で事業評価を実施し、日

本財団はその結果を受け入れることで客観性を担

保しています。

今後、より明確な目標設定と事業実施者との目

標の共有を行い、監査部一同、さらなる責任説明

の向上を目指します。

お預かりした浄財を 正しく活用するために
-全件監査および事業評価-

総合評価

プロセス

推進姿勢
推進体制
推進プロセス

直接的成果
社会的成果

成果

事業実施者の事務所に監査員が直接訪問する実地監査の様子

あなたのまちづくり	 835	 797	 8 ,706,287,000

みんなのいのち	 83	 65	 1 ,779,943,000	

子ども・若者の未来	 37	 32	 947,605,000	

豊かな文化	 51	 35	 2 ,764,176,000	

海の未来	 258	 169	 12,626,134,779

人間の安全保障	 37	 28	 3 ,049,652,227	

世界の絆	 11	 11	 2 ,320,439,100

合計 1312 1137 32,194,237,106

	 活動領域	 件数	 団体数	 金額

※延べ数：1つの団体の事業が、複数の活動領域に分かれていることがあります。

（単位：円）

※

実施した支援事業の詳細は、こちらをご覧ください。
http ://www.n ippon-foundat ion .or. jp/what/grant_rec ip ients/

各活動領域の詳細は、こちらをご覧ください。
http ://www.n ippon-foundat ion .or. jp/who/fie lds/
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科　　　　目
当年度 前年度

増減
１ 号関係 2 号関係 小計 他資金関係 収益関係 内部取引

消去 合計 １ 号関係 2 号関係 小計 他資金関係 収益関係 内部取引
消去 合計

Ⅰ　資産の部

　　　流動資産合計  2,713,418,027  1,731,464,313  4,444,882,340  105,707,351  23,019,443 ▲ 6,858,913  4,566,750,221  3,145,544,096  2,271,341,085  5,416,885,181  93,151,743  10,006,510 ▲ 1,177,403  5,518,866,031 ▲ 952,115,810

　　　流動資産合計  2,713,418,027  1,731,464,313  4,444,882,340  105,707,351  23,019,443 ▲ 6,858,913  4,566,750,221  3,145,544,096  2,271,341,085  5,416,885,181  93,151,743  10,006,510 ▲ 1,177,403  5,518,866,031 ▲ 952,115,810

　　２．固定資産 

　　　( 1 ) 基本財産 　  15,891,312,963  12,889,007,908  28,780,320,871  0  0  28,780,320,871  15,898,979,446  12,893,010,777  28,791,990,223  0  0  28,791,990,223 ▲ 11,669,352

　　　( 2 ) 特定資産 　  221,450,023,387  21,437,568,153  242,887,591,540  6,982,242,094  266,033,000  250,135,866,634  222,754,982,945  23,020,315,924  245,775,298,869  10,425,046,301  268,685,000  256,469,030,170 ▲ 6,333,163,536

　　　( 3 ) その他固定資産 　  0  0  0  0  3,317,000  3,317,000  0  0  0  0  3,556,632  3,556,632 ▲ 239,632

　　　固定資産合計  237,341,336,350  34,326,576,061  271,667,912,411  6,982,242,094  269,350,000  278,919,504,505  238,653,962,391  35,913,326,701  274,567,289,092  10,425,046,301  272,241,632  285,264,577,025 ▲ 6,345,072,520

　　　資　産　合　計  240,054,754,377  36,058,040,374  276,112,794,751  7,087,949,445  292,369,443 ▲ 6,858,913  283,486,254,726  241,799,506,487  38,184,667,786  279,984,174,273  10,518,198,044  282,248,142 ▲ 1,177,403  290,783,443,056 ▲ 7,297,188,330

Ⅱ　負債の部

　　１．流動負債  2,382,701,570  1,362,189,508  3,744,891,078  34,976,933  9,615,671 ▲ 6,858,913  3,782,624,769  2,753,308,086  2,070,623,554  4,823,931,640  55,833,032  1,767,063 ▲ 1,177,403  4,880,354,332 ▲ 1,097,729,563

　　２．固定負債  594,424,917  548,699,925  1,143,124,842  0  10,800,000  1,153,924,842  598,917,206  575,430,256  1,174,347,462  0  10,800,000  1,185,147,462 ▲ 31,222,620

　　　負　債　合　計  2,977,126,487  1,910,889,433  4,888,015,920  34,976,933  20,415,671 ▲ 6,858,913  4,936,549,611  3,352,225,292  2,646,053,810  5,998,279,102  55,833,032  12,567,063 ▲ 1,177,403  6,065,501,794 ▲ 1,128,952,183

Ⅲ　正味財産の部

　　１．指定正味財産  236,757,998,697  33,788,110,536  270,546,109,233  6,982,242,094  266,033,000  277,794,384,327  238,058,574,066  35,341,286,939  273,399,861,005  10,425,046,301  268,685,000  284,093,592,306 ▲ 6,299,207,979

　　　　（うち基本財産への充当額） (15,891,312,963) (12,889,007,908) (28,780,320,871) (0) (0) (28,780,320,871) (15,898,979,446) (12,893,010,777) (28,791,990,223) (0) (0) (28,791,990,223) (▲11,669,352)

　　　　（うち特定資産への充当額） (220,866,685,734) (20,899,102,628) (241,765,788,362) (6,982,242,094) (266,033,000) (249,014,063,456) (222,159,594,620) (22,448,276,162) (244,607,870,782) (10,425,046,301) (268,685,000) (255,301,602,083) (▲6,287,538,627)

　　２．一般正味財産  319,629,193  359,040,405  678,669,598  70,730,418  5,920,772  755,320,788  388,707,129  197,327,037  586,034,166  37,318,711  996,079  624,348,956  130,971,832

　　　　（うち基本財産への充当額） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

　　　　（うち特定資産への充当額） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

　　　正味財産合計  237,077,627,890  34,147,150,941  271,224,778,831  7,052,972,512  271,953,772  278,549,705,115  238,447,281,195  35,538,613,976  273,985,895,171  10,462,365,012  269,681,079  284,717,941,262 ▲ 6,168,236,147

　　　負債及び正味財産合計  240,054,754,377  36,058,040,374  276,112,794,751  7,087,949,445  292,369,443 ▲ 6,858,913  283,486,254,726  241,799,506,487  38,184,667,786  279,984,174,273  10,518,198,044  282,248,142 ▲ 1,177,403  290,783,443,056 ▲ 7,297,188,330

科　　　　目
当年度 前年度

増減
１ 号関係 2 号関係 小計 他資金関係 収益関係 合計 １ 号関係 2 号関係 小計 他資金関係 収益関係 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部  

　１．経常増減の部

　　( 1 ) 経常収益

　　　　基本財産運用益 46,307,652 45,127,646 91,435,298 0 0 91,435,298 53,387,794 52,093,748 105,481,542 0 0 105,481,542 ▲ 14,046,244

　　　　特定資産運用益 63,614,440 7,056,871 70,671,311 488,023 0 71,159,334 81,796,580 9,835,824 91,632,404 4,784,269 0 96,416,673 ▲ 25,257,339

　　　　事業収益 334,160,559 106,145,260 440,305,819 0 19,700,498 460,006,317 389,515,040 105,690,756 495,205,796 0 14,207,648 509,413,444 ▲ 49,407,127

　　　　受取交付金 19,220,731,096 17,511,318,289 36,732,049,385 0 0 36,732,049,385 20,856,501,605 16,257,045,151 37,113,546,756 0 0 37,113,546,756 ▲ 381,497,371

　　　　受取寄付金 87,188,508 757,681,334 844,869,842 0 0 844,869,842 117,882,116 1,148,840,940 1,266,723,056 0 0 1,266,723,056 ▲ 421,853,214

　　　　受取預保納付金支援金 0 654,079,000 654,079,000 0 0 654,079,000 0 389,600,000 389,600,000 0 0 389,600,000 264,479,000

　　　　受取補助金等 0 0 0 6,139,070,244 0 6,139,070,244 0 0 0 3,259,528,542 0 3,259,528,542 2,879,541,702

　　　　固定資産受贈益 0 0 0 0 2,652,000 2,652,000 0 0 0 0 2,822,000 2,822,000 ▲ 170,000

　　　　雑収益 29,705,195 815,495 30,520,690 56,500,000 108,444 87,129,134 70,610,415 1,202,294 71,812,709 40,000,000 7,546 111,820,255 ▲ 24,691,121

　　　　経常収益計 19,781,707,450 19,082,223,895 38,863,931,345 6,196,058,267 22,460,942 45,082,450,554 21,569,693,550 17,964,308,713 39,534,002,263 3,304,312,811 17,037,194 42,855,352,268 2,227,098,286

　　( 2 ) 経常費用

　　　　事業費 19,693,407,877 18,960,733,137 38,654,141,014 6,139,393,838 8,531,736 44,802,066,588 21,394,661,137 17,470,651,654 38,865,312,791 3,244,042,690 14,261,758 42,123,617,239 2,678,449,349

　　　　管理費 590,380,533 519,626,772 1,110,007,305 0 0 1,110,007,305 650,385,051 591,993,159 1,242,378,210 0 0 1,242,378,210 ▲ 132,370,905

　　　　経常費用計 20,283,788,410 19,480,359,909 39,764,148,319 6,139,393,838 8,531,736 45,912,073,893 22,045,046,188 18,062,644,813 40,107,691,001 3,244,042,690 14,261,758 43,365,995,449 2,546,078,444

　　　　当期経常増減額 ▲ 502,080,960 ▲ 398,136,014 ▲ 900,216,974 56,664,429 13,929,206 ▲ 829,623,339 ▲ 475,352,638 ▲ 98,336,100 ▲ 573,688,738 60,270,121 2,775,436 ▲ 510,643,181 ▲ 318,980,158

　２．経常外増減の部

　　( 1 ) 経常外収益

　　　　受取交付金 84,601,054 80,106,457 164,707,511 0 0 164,707,511 119,235,455 2,165,960 121,401,415 0 0 121,401,415 43,306,096

　　　　受取預保納付金支援金 0 128,225,000 128,225,000 0 0 128,225,000 0 0 0 0 0 0 128,225,000

　　　　その他経常外収益 433,012,509 546,888,201 979,900,710 0 0 979,900,710 433,623,831 185,469,459 619,093,290 0 0 619,093,290 360,807,420

　　　　経常外収益計 517,613,563 755,219,658 1,272,833,221 0 0 1,272,833,221 552,859,286 187,635,419 740,494,705 0 0 740,494,705 532,338,516

　　( 2 ) 経常外費用

　　　　特定資産除却損 84,097,102 79,622,268 163,719,370 0 0 163,719,370 117,113,847 127,552 117,241,399 0 0 117,241,399 46,477,971

　　　　特定資産寄付譲渡額 503,952 484,189 988,141 0 0 988,141 0 0 0 0 0 0 988,141

　　　　その他経常外費用 9,485 145,375,454 145,384,939 0 0 145,384,939 2,608,571 0 2,608,571 0 0 2,608,571 142,776,368

　　　　経常外費用計 84,610,539 225,481,911 310,092,450 0 0 310,092,450 119,722,418 127,552 119,849,970 0 0 119,849,970 190,242,480

　　　　当期経常外増減額 433,003,024 529,737,747 962,740,771 0 0 962,740,771 433,136,868 187,507,867 620,644,735 0 0 620,644,735 342,096,036

　　　　他会計振替額 0 30,111,635 30,111,635 ▲ 23,252,722 ▲ 6,858,913 0 0 28,933,781 28,933,781 ▲ 27,756,378 ▲ 1,177,403 0 0

　　　　税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 69,077,936 161,713,368 92,635,432 33,411,707 7,070,293 133,117,432 ▲ 42,215,770 118,105,548 75,889,778 32,513,743 1,598,033 110,001,554 23,115,878

　　　　法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 2,145,600 2,145,600 0 0 0 0 871,200 871,200 1,274,400

　　　　当期一般正味財産増減額 ▲ 69,077,936 161,713,368 92,635,432 33,411,707 4,924,693 130,971,832 ▲ 42,215,770 118,105,548 75,889,778 32,513,743 726,833 109,130,354 21,841,478

　　　　一般正味財産期首残高 388,707,129 197,327,037 586,034,166 37,318,711 996,079 624,348,956 430,922,899 79,221,489 510,144,388 4,804,968 269,246 515,218,602 109,130,354

　　　　一般正味財産期末残高 319,629,193 359,040,405 678,669,598 70,730,418 5,920,772 755,320,788 388,707,129 197,327,037 586,034,166 37,318,711 996,079 624,348,956 130,971,832

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　受取交付金（指） 18,036,962,963 16,885,452,182 34,922,415,145 0 0 34,922,415,145 15,893,817,689 14,975,640,082 30,869,457,771 0 0 30,869,457,771 4,052,957,374

　　　　受取寄付金（指） 0 1,055,793,456 1,055,793,456 0 0 1,055,793,456 679,235 1,909,591,165 1,910,270,400 0 0 1,910,270,400 ▲ 854,476,944

　　　　受取預保納付金支援金（指） 0 190,000,000 190,000,000 0 0 190,000,000 0 380,000,000 380,000,000 0 0 380,000,000 ▲ 190,000,000

　　　　受取補助金等（指） 0 0 0 2,549,230,529 0 2,549,230,529 0 0 0 0 0 0 2,549,230,529

　　　　固定資産受贈益（指） 114,400 105,600 220,000 0 0 220,000 0 0 0 0 0 0 220,000

　　　　基本財産運用益（指） 3,804,517 1,838,631 5,643,148 0 0 5,643,148 3,773,091 1,844,411 5,617,502 0 0 5,617,502 25,646

　　　　特定資産運用益（指） ▲ 120,007 14,237,943 14,117,936 0 0 14,117,936 511,631 15,826,260 16,337,891 0 0 16,337,891 ▲ 2,219,955

　　　　貸倒引当金取崩額（指） 64,375,980 186,347 64,562,327 0 0 64,562,327 44,690,352 0 44,690,352 0 0 44,690,352 19,871,975

　　　　貸倒引当金繰入額（指） 0 0 0 0 0 0 0 ▲ 47,685 ▲ 47,685 0 0 ▲ 47,685 47,685

　　　　国庫補助金返還額（指） 0 0 0 ▲ 316,000,000 0 ▲ 316,000,000 0 0 0 ▲ 306,059,904 0 ▲ 306,059,904 ▲ 9,940,096

　　　　寄付金基金移管額（指） 0 ▲ 562,424,634 ▲ 562,424,634 0 0 ▲ 562,424,634 - - - - - - 562,424,634

　　　　一般正味財産への振替額（指） ▲ 19,405,713,222 ▲ 19,138,365,928 ▲ 38,544,079,150 ▲ 5,676,034,736 ▲ 2,652,000 ▲ 44,222,765,886 ▲ 21,109,669,339 ▲ 17,803,830,353 ▲ 38,913,499,692 ▲ 2,865,163,761 ▲ 2,822,000 ▲ 41,781,485,453 ▲ 2,441,280,433

　　　　当期指定正味財産増減額 ▲ 1,300,575,369 ▲ 1,553,176,403 ▲ 2,853,751,772 ▲ 3,442,804,207 ▲ 2,652,000 ▲ 6,299,207,979 ▲ 5,166,197,341 ▲ 520,976,120 ▲ 5,687,173,461 ▲ 3,171,223,665 ▲ 2,822,000 ▲ 8,861,219,126 2,562,011,147

　　　　指定正味財産期首残高 238,058,574,066 35,341,286,939 273,399,861,005 10,425,046,301 268,685,000 284,093,592,306 243,224,771,407 35,862,263,059 279,087,034,466 13,596,269,966 271,507,000 292,954,811,432 ▲ 8,861,219,126

　　　　指定正味財産期末残高 236,757,998,697 33,788,110,536 270,546,109,233 6,982,242,094 266,033,000 277,794,384,327 238,058,574,066 35,341,286,939 273,399,861,005 10,425,046,301 268,685,000 284,093,592,306 ▲ 6,299,207,979

Ⅲ　正味財産期末残高 237,077,627,890 34,147,150,941 271,224,778,831 7,052,972,512 271,953,772 278,549,705,115 238,447,281,195 35,538,613,976 273,985,895,171 10,462,365,012 269,681,079 284,717,941,262 ▲ 6,168,236,147

公益財団法人	日本財団 公益財団法人	日本財団2018年3月31日現在 2017年4月1日から	2018年3月31日まで
（単位：	円） （単位：	円）

正味財産増減計算書貸借対照表

会
計
報
告

「財務情報/事業計画・報告」について詳細は、こちらでご確認いただけます。
http ://www.n ippon-foundat ion .or. jp/who/disc losure/financ ia ls/

会計報告
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日本財団は、国土交通大臣が指定する船舶等振興機関として、全国の地方自治体が主催するボートレー
スの売上金の約2 .8％を交付金として受け入れ、国内外の公益事業を実施している団体への事業支援
を行っています。

※ボートレースは、1951年（ 昭和26年 ）に制定されたモーターボート競走法に基づき運営され、地方自治体が施行者（主催者）と
　なって全国24のボートレース場でレースが開催されています。

ボートレースの売上金の約 2 .8％

ボートレースの売上金の流れ（ 2018 年 4月1日現在 ）

舟券購入 売上金の75％
（的中舟券の購入者に払い戻し）

日本財団への
交付金
約2.8％

（一財）日本モーターボート
競走会への交付金

約1.3％

地方公共団体
金融機構への納付金

約0.2％

開催経費
実費

レースを主催する
地方自治体
残額

売上金の25％

レースを主催する自治
体から委託を受け、
ボートやモーターの
維持・管理、競走開催
中の選手の管理、競
走の運営など、レース
の公正かつ安全な実
施のために使われて
います。

地方公共団体金融機
構を通じて、上下水道
の整備など、地域で役
立てられています。

管理費、人件費、施設
費、選手への賞金など
に使われています。

地方自治体の会計予
算に組み入れられ、小
中学校や体育館、美
術館、公営住宅や病院
などの公共施設の建
設に使われています。

レースを主催する全国103地方自治体

ボートレース場でレース開催

舟券購入者

活動資金 支援実績の推移
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常務理事
理事
理事
理事
常勤監事
非常勤監事
非常勤監事

役職名
会長
理事長
専務理事
常務理事
常務理事
常務理事
常務理事

吉倉	和宏
秋元	真理子
和泉	昭子
武内	利枝
金子	明
大藪	卓也
林　廣志

名　前
笹川	陽平
尾形	武寿
前田	晃
海野	光行
樺沢	一朗
笹川	順平
森	祐次

上席チームリーダー
元・日本財団	総務部長
株式会社旭リサーチセンター主幹研究員
生活経済ジャーナリスト・ファイナンシャルプランナー
株式会社日本計画研究所	代表取締役社長
元・日本財団	総務グループ長
公認会計士
税理士

職業または旧役職
元・日本財団	理事長
元・日本財団	常務理事
元・日本財団	常務理事
元・日本財団	海洋グループ長
元・日本放送協会	報道局	国際部	副部長
株式会社ナスタ	代表取締役社長
元・日本財団	ソーシャルイノベーション本部

名 称：	公益財団法人　日本財団
会 長：	笹川陽平
所 在 地：	〒107-8404	東京都港区赤坂1-2-2
設立年月日：	1962（昭和37）年10月1日
基本財産：	288億円（2018年3月31日現在）
人員構成：	評議員10名、理事11名、監事3名
	 職員113名（2018年3月31日現在）

日本財団は、ボートレース事業からの拠出金をもとに、海洋・船舶に関する問題の解決、福祉や教育の向
上､人道援助や人材育成を通じた国際貢献など、人々のよりよい暮らしを支える活動を推進しています。

組織図

活動内容

役員

評議員

日本財団は、評議員・アドバイザリー会議委員に加え、さまざまな外部識者からご意見を頂きながら活動しています。

アドバイザリー
会議委員

名　前
下村	のぶ子
田久保	忠衛
千野	境子
波多野	茂丸
屋山	太郎
門野	泉
椎橋	隆幸
鳥井	啓一
箭内	昇
山本	一力

名　前
今村	久美
垣内	俊哉
澤	圭一郎
米良	はるか
山口	進

職業または旧役職
株式会社	海竜社	代表取締役社長
杏林大学	名誉教授
産経新聞社	客員論説委員
福岡県遠賀郡	芦屋町長
政治評論家
清泉女子大学名誉教授
中央大学名誉教授
元・日本財団　参与
アローコンサルティング事務所	代表
作家

職業
認定特定非営利活動法人カタリバ	代表理事
株式会社ミライロ	代表取締役社長
毎日新聞	論説委員
READYFOR株式会社	代表取締役
朝日新聞	文化くらし報道部長

計14名（50音順）

2018年3月31日現在

計10名（50音順/敬称略）

計5名（50音順/敬称略）

組織概要

総務部

常務理事

常務理事

専務理事理事長会長
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常務理事

常務理事

常務理事

経理部

コミュニケーション部

経営企画部

海洋事業部

公益事業部

国際事業部

特定事業部

ドネーション事業部

監査部
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ボートレースを楽しめる場所が
全国に広がっています。
日本財団は、ボートレースの売上を財源に
人々のよりよい暮らしを支える活動を推進しています。

ボートレース場
ボートレースチケットショップ
ボートレースアンテナショップ

愛知県 蒲郡
 常滑
 名古屋
 栄
 オラレセントレア
 名古屋･大須

三重県 津
 名張

滋賀県 びわこ

京都府 京都やわた
 京丹後

大阪府 住之江
 梅田
 りんくう

兵庫県 尼崎
 神戸新開地
 姫路
 滝野
 洲本
 朝来

奈良県 大和ごせ

鳥取県 鳥取

島根県 松江

岡山県 児島
 井原

広島県 宮島
 呉

山口県 徳山
 下関
 山口あじす
 オラレ徳山
 オラレ下関
 オラレ田布施

徳島県 鳴門
 オラレ美馬

香川県 丸亀
 まるがめ

愛媛県 朝倉
 西予

高知県 土佐

福岡県 若松
 芦屋
 福岡
 勝山
 北九州MD
 嘉麻

佐賀県 唐津
 三日月
 みやき
 鹿島
 前売場外ミニット
 オラレ呼子

長崎県 大村
 長崎五島
 長崎時津
 長崎波佐見
 長崎佐々
 前売場外おおむら
 オラレ島原
　 松浦

熊本県 長洲

宮崎県 高城
 日向
 宮崎
 オラレ日南

鹿児島県 金峰
 天文館
 さつま川内
 オラレ志布志

沖縄県 沖縄・国際通り
 

北海道 旭川
 札幌・すすきの

青森県 なんぶ
 黒石

宮城県 大郷
 川崎

秋田県 河辺

福島県 玉川
 福島

茨城県 岩間

群馬県 桐生

埼玉県 戸田
 岡部
 栗橋

千葉県 習志野
 市原

東京都 江戸川
 平和島
 多摩川

神奈川県 横浜

新潟県 阿賀野
 新潟
 オラレ上越
 オラレ刈羽

石川県 津幡

福井県 三国

山梨県 双葉

岐阜県 養老

静岡県 浜名湖
 富士おやま
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2018年5月31日現在
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